知事から意見聴取があった議案一覧
○条例案
	番号
	件　　名
	概　　　　　　　　　　要
	備考

	１
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等一部改正の件
	市町村立学校職員給与負担法の改正により、指定都市立の小学校等の職員の給与を、指定都市が負担することとなるため、府費負担教職員の規定から指定都市を削除するなど所要の改正を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日

　〔関係条例〕

　　・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例

　　・職員の退職手当に関する条例

　　・職員の給与に関する条例

　　・職員の旅費に関する条例

　　・大阪府職員基本条例

　　・府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処

理の特例に関する条例

・府費負担教職員の分限及び懲戒に関する条例
	法改正により政令市が教職員給与を負担することに伴う改正

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	２
	大阪府立学校条例一部改正の件
	１　府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府立学校の職員の定数を改正する。

・中学校　　　　　　 ８人 →  　 １４ 人（※）
・高等学校　１０，０１１人 → ９，８１０人

・特別支援学校 ５，５４１人 → ５，５７３人（※）

施行予定期日：平成２９年４月１日

２　大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画等に基づき、規定の整備を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日

３　大阪府立豊中高等学校能勢分校を設置し、大阪府立能勢高等学校を閉校する。

　　  施行予定期日：平成３０年１月１日

（能勢分校の設置）

規則で定める日

 (能勢高校の閉校)
	教育委員会所管条例

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	３
	府費負担教職員定数条例一部改正の件

	市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改正する。

・小 学 校（義務教育学校の前期課程を含む。）

２７，０９７人 → 　１７，２８９人

・中 学 校（義務教育学校の後期課程を含む。）

１６，０７９人 → 　１０，２７３人

・高等学校          

２８人 →  　　　　２５ 人

・特別支援学校 

１９７人 →　 　　　　１５人

施行予定期日：平成２９年４月１日
	教育委員会所管条例

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	４
	府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	１　教育公務員特例法の改正により、校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定等の事務を豊能地区３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）が処理することとする。

２　教育公務員特例法の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日
	教育委員会所管条例

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	５
	大阪府教育行政基本条例等一部改正の件
	教育公務員特例法の改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。　　　

施行予定期日：平成２９年４月１日

〔関係条例〕

  ・大阪府教育行政基本条例

　・大阪府立学校条例

　・大阪府附属機関条例
	・教育委員会所管条例

（大阪府教育行政基本条例、大阪府立学校条例）

・大阪府附属機関条例については、教育公務員特例法を引用する箇所が改正の対象となるため。

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	６
	大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	地方自治法第２５２条の１７の２の条例による事務処理の特例制度に基づき、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に基づく事務の一部を茨木市が処理することとする。

施行予定期日：平成２９年７月１日
	福祉部との共管条例

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	７
	大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める条例一部改正の件
	社会福祉法の改正に伴い、認可外施設型認定こども園の設置者が法人である場合の役員の要件に関する規定の整備（条項ずれ是正等）を行う。

施行予定期日：平成２９年４月１日
	福祉部との共管条例

【２月17日の教育委員会会議において報告した内容から修正なし】

	８
	大阪府言語としての手話の認識の普及及び習得の機会の確保に関する条例制定の件
	府民がより多くの機会で手話を使用することのできる社会の実現に寄与することを目的として、言語としての手話の認識の普及及び習得の機会の確保に関し府が行う啓発、手話の習得の機会の確保等について定める。　　　

施行日：公布の日

	学校による手話の習得の機会の確保への支援等に関する規定が含まれる。

【教育委員会に関する規定】

・第3条では、就学前幼児への手話習得機会の確保について支援学校による協力等が想定されている。

・第4条は、学校による手話習得の機会を確保するため、府が学校に対し、必要な支援を行う趣旨の規定である。

	９
	職員の配偶者同行休業に関する条例一部改正の件


	人事院規則の改正により、国家公務員の配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情として、配偶者の外国での勤務が配偶者同行休業の期間の延長後の期間が満了する日後も引き続くこととなり、そのことが当該延長の申請時には確定していなかったこと等が追加されたことに伴い、職員について同趣旨の規定を追加する。

施行日：公布の日
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	10
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件


	財政状況を踏まえ、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成２９年３月３１日から平成３０年３月３１日に延長する。

施行日：平成２９年４月１日
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	11
	知事等の給料及び期末手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、知事、副知事等の給料及び期末手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成２９年３月３１日から平成３０年３月３１日に延長する。
施行日：平成２９年４月１日

	教育長の給料及び期末手当が対象となる

【教育長について】

・給料月額・・・４％の減額を延長する。

・期末手当・・・10％の減額を延長する。

	12
	大阪府職員定数条例一部改正の件


	平成２８年度の定数管理の取組成果等を踏まえ、一般行政部門の職員定数を改定する。
・知事部局一般会計　
７，３８０人　→　７，２５０人

・教育庁　　　　　　　　
６７０人　　　→　　　７００人
　　　施行日：平成２９年４月１日
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

【教育委員会に関する規定】

・教育庁の定数改定

（私学課の移管に関するもの）

	13
	大阪府基金条例一部改正の件


	基金に積み立てるものとして国から交付を受けた交付金の一部を返還する必要がある場合における基金の処分等に係る規定を追加する。

　　　　施行日：公布の日
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

【教育委員会に関する規定】

（条例の対象に教育ゆめ基金が含まれる）

	14
	大阪府行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する条例一部改正の件
	個人番号を利用できる事務に知事が行う児童福祉法による小児慢性特定疾病医療費の支給等の事務を追加し、併せて事務を処理するために必要な限度で知事又は教育委員会が自ら保有する特定個人情報を利用できることとする。

　　　施行日：平成２９年５月３０日
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	15
	大阪府個人情報保護条例一部改正の件
	行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正により、地方公共団体の条例に基づく個人番号の独自利用事務においても情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供が可能となることに伴い、実施機関が情報提供等の記録の訂正をした場合、情報提供ネットワークシステムを使用して特定個人情報の提供を受ける者等にその旨を通知する等の改正を行う。

　　　施行日：平成２９年５月３０日
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの

	16
	大阪府証紙徴収条例廃止の件
	手数料の徴収について、証紙による収入の方法を廃止する。
　　　施行日：平成３０年１０月１日ほか
	教育委員会を含む大阪府全体に関するもの


17

